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一一 《論 文要 旨》一・
格差社会論が世を賑わせてい る。 いまや 「格差祉会」はH本 社会を論 じる際のキー
ワー ドにな ってお り,「格差是正」 は主要な政治課題の ひとつ にもな っている。 昨
今のH本 で 「格差」問題が注 目を集めている理 由の ひとつ は,近 年 の 日本では格差
が拡大傾向 にあ り,こ のまま放置 しておけば さらに格差か拡大す るのではないかと
いう認識の存在である。
では,格 差論 を展開する上で,指 標 となっているデータは何 なのであろうか。 ひ
とつは,所 得格差や資産格差な どのデータとい ういわば 「ハー ド」面か ら論 じると
いう視座が ある。例えば,社 会の所得分配の不平等 さを測 る指標 とされ る 「ジニ係
数」 を用いて格差論が展開 されることは少な くない。
他 方,格 差 は人 々の意識 とい う 「ソフ ト1面 からも論 じられている。意識データ
として 日本では しば しば用い られ るのが階層 帰属意識データであ る。 これ は,llか
ら ドまでの中で相対的な自分の生活水準 の位 置を答えて もらうものである。
その他に,現 在の生活 に対する満足度や将 来の生活展望 も重要である。そ こで こ
こでは,現 在の暮 らしに対する満足度 と今後 の暮 ら しについての展 望に関す る2つ
の意 識を取 り上げ,こ れ らの意識 の規定 要因を探 るとともに,こ れ ら2つ の態度を
組 み合わせて 日本人を4類 型に分 け,さ らに検 討を加える。
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は じ め に
格差社会 論が世 を賑 わせて いる。 いまや 「格 差社 会」 はH本 祉会 を論 じる
際 の キ ー ワ ー ドに な って お り,「格 差 是 正 」 は 一1凄な政 治 課 題 の ひ とつ に も
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な ってい る。 しか し,そ もそ も私有財産 制 ・白由1義 経 済体制 を採用 してい
る限 り,国 民 の間 に少 なか らず経済格 差が生 じるのは不可避 の ことであ り,
白由主義経 済 は格差を 前提 と した体制 といえ る。
それに もかかわ らず,H本 ではなぜ最近 にな って 「格差」 問題 がこ とさら
取 り上 げ られ るのであ ろうか。 それ には2つ の現状 ・将来認識があるか らで
あ る。
ひとつは,昨 今の 日本で は格差 が拡大傾向 にあ り,将 来 はさ らに格 差が拡
大 す るので はないか とい う認識 であるω。 この格差 には個人間,世 帯間,そ
して地域 間の格差が含 まれ る。
もう 一つの視点 は,格 差が 固定化 しつつ あるのではな いか とい う認識 であ
る。安倍 晋三 前首相 は著書で ある 『美 しい国へ』のなかで,格 差の存在 自体
は活力 あ る社会 にと って致 し方ないこ とで あると したうえで,問 題 は失敗 し
た人 に対す るケ アを しっか りす ること と,格 差が固定化 しない ようにす るこ
とであ るとす る。つ ま り,い ったん 「負 け組」 にな って しまうと一生 「負 け
組」か ら抜 け出せない ことにな って しま うことが問題 なのだ と論 じ,「再チ ャ
レンジ」 可能 な社会 を築 くこ とを主張 して いる(安 倍2006:222-8)。
で は,格 差社会論 を展開す る 止で,指 標 とな って いるデー タは何 なのであ
ろうか。 ひ とつは,所 得格差や資産格差 などのデー タとい ういわば 「ハー ド」
面か ら論 じるとい う視点が ある。{列えば,社 会 の所得分配の不 平等 さを測 る
指標 とされ る 「ジニ係数」 とい う指標 を用 いて格差論が展開 され ることは少
な くない。 また,統 計 に基づ く貧困層,低 所得労働者(い わ ゆるワーキ ング
プア)の 数 や比 率,ま た生活保 護 世帯数 ・比率 の動向な ど も格差拡 大の根拠
と して畑 い られる場合 がある(門 倉2006,橘木2006)。
他方,格 差 は入 々の意識 とい う 「ソフ ト」 面か らも論 じられてい る。 意識
デ ータ として 日本 では しば しば用 い られ るのが階層帰属意識 デー タで ある。
これ は,上 か ら下までの中で相対 的な 自分 の生活水準 の位 置を答えて も らう
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もので あ る。1980年代 に 「1億総 中流1な どという言葉が流布 したが,こ れ
は 「h」1中のh」 「中の中」 「中の下」 「下」の5肢 択一法 の質 問に対 して,
「中の上」 「中の中」「中の 下」 のいずか に回答 した人が全体 の約9割 に達 し
た とい う事実 を主 な根拠 としてい る。最近で は2005年に出版 され,ベ ス ト
セ ラー とな った三浦展 の 「下流社会』においても階層意識が重要な指標 とな っ
てい る。 けれ ど も,三 浦 のい う 「ド流」 とは基本的に 「中の下」 の層であ り,
この層 はかつては 中流階層 に分類 されていた(三 浦2005)。そ して近年,こ
の 「中の ド」 と回答 す る層 が増大 して いるこ とに よ って,二 浦 は 中流層 が
「下流 化」 してい る点 に注 目 したの であ る。 このよ うな議論 は中流 と下流 の
境 界線を どこに設定す るか によ って も大 き く見方 が変 わ って くることに留意
しな けれ ばな らない。
しか し,自 分が高収入 だろ うが低収 入だ ろうが,ま た上だ ろうが下だろ う
が,現 在 の生活 に満足 して いれ ばよいの とい う見方 もあ りうる。 また,仮 に
現 在の生 活 には不満で も将来 はよ りよい暮 ら しがで きるとい う展 望を持 って
いれば よい とい う考え方 もひとつの見方 と して成 立す る。 そ こで ここでは,
現在 の暮 らしに対す る満足度 と今後 の暮 ら しにつ いての展望 とい う2つ の意
識 を取 り上 げ,こ れ らの意識の規定 要因を探 るとともにこれ ら2つ の態度 を
組 み合 わせて1-1本人 を4類 型 に分 け,さ らに検討を加え る。
なお,こ の研 究は近 年の格差の拡大 の有無 を検討す る もので はな く,そ も
そ も存在 してい る生活意識面における格差 の構造 に焦点を 当て るものである。
分析 に際 して使 用す るデー タは1996年度 杏林 大学 プ ロジ ェク ト研究 の助成
を得 て実施 した 「転換期 における政治意識 と投票行動調査 」デー タで あるω。




1-1安定 してい る日本人 の生活満足度分布
内閣府 の 「国民生活世 論調査」 では 「現在 の生活 に対す る満足度」 をほぼ
毎年繰 り返 し質問 して い る。2006年調査 によれば,「満足」 とす る者の割合
が66.5%(「満足 して い る」9。4%+「まあ満足 してい る」57.1%),「不 満」
とす る者 の割 合が32.5%(「やや不 満 だ」25.1%+「不満 だ 」7.4%)とな っ
てお り,や や満足派が 半数 を超 えて いる。で は,時 系列 にみて生活満足度 は
どのよ うに変化 して きた のであろ うか。 そ こで1980年以降 の ほぼ5年 お き
の満足派 と不満派 の分 布 を図1に 示す(内 閣府HPよ り)。この間,好 景気
の とき もあれ ば不況 の とき もあ った。 と くに,1988年か ら90年ごろまでの




















業率 に関 して は,90年代以 降 には 上昇傾 向 を示 した。 この よ うに経 済指標
は大 き く変 化 した に もかかわ らず,国 民 の生活満足度 の分布 は安定 的に推移
して いるとい ってよい。 同調査デー タによれ ば,満 足派 の割合 はお おむ ね6
割 か ら7割 程度 で推移 してお り,不 満派 の割合 は3割 前後 の水準 で推移 して
い る。1980年以降 の景気の推移 を検 討す る と,80年代 半ば に 「円高不 況」
があ り,80年代 終盤 に 「バ ブル景気 」 があ った。 そ して,バ ブル崩壊 後 の
「平成不況」 あるいは 「失 われ た10年」 ともいわれた90年 代で あ ったが,
それで も国民 の生活 に対す る満 足度 は低 下す る ことな く,90年代 中盤 には
む しろ満足度が 上昇 していた。
もちろん,生 活満足度 に関す る回答 の分布 は調 査で用い る質 問文や回答選
択肢 の文 言によ って異な る。 一例 と してNHK放 送文化研究所 が5年 お きに
実施 してい る世論調査 で は,「あなたの今 の生活 は全体 として どの程度 満足
していますか」 と質 問 し,「満足 している」「どち らか といえ ば満足 してい る」
「どちらか といえば不満 だ」「不満だ」の4つ か ら選択 させている。 なお,日
本人 は自分の中 に異な った意見を持 ってい ることが多 く中間的 な選択肢 を選
ぶ傾 向が強 いことが以 前か ら指摘 されてい る(林1984:86-98)。
1978年か ら2003年までの6回 の調査(5年 お きに調査実 施)に お け る各
回答選択肢 に回答 したパーセ ンテー ジの最大値 と最小値 との幅 は次 の通 りで
あ った。
「満足 している」24～26%
「どち らか といえ ば満足 している」61%(6回 全て)
「どちらか といえば不満だ」10～12%
「不 満だ」2%(6回 全 て)
このよ うに25年間,つ ま り四 半世紀 にわた る時系列 調査で あ るに も関 わ
らず,回 答分布 にほ とん ど変化が生 じてい ない。 この回答 を満足派(「満足
している」+「 どち らか といえば満足 して いる」)と不 満派(「 どち らか とい
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え ば不満だ」+「不 満 だDの2つ の集 団 に分 類す る と,満 足 派 の レ ンジは
85～87%,不満派の レンジは12～14%と極 めて狭 い(NHK放 送文化研究所
2004:179-80)。先 に挙 げ た国民 生活世 論調査 の調査 結 果に比 べてNHK調
査では不満派の比率が少な く,満 足派の比率が高い とい う結果 とな って いる。
これ らの分布の違 いも質 問文 と回答選択肢の表現 の違 いに原因があ りそ うだ。
けれ ども満足派 が不満派 よ りもかな り多 く,や や満足 して いる人が最 も多い
という事実は両調査結果 に共通 している。 これ らの時系列データか らす ると,
生活満足度 に関 して は,rl本人 は生活 にそこそこ満 足 して いる者が多 く,満
足度の水準 は景気の変動 にほとん ど影 響 を受 けていない といえ る。
1-2社会的属性 と生活満足度
1996年に実施 した杏林 調査で は 「現在 の おた くの暮 ら し向 きに,ど の程
度満足 していますか」 と質問 し,「満足 して いる」 「どちらか といえば満足 し
てい る」「あま り満足 して いない 」「満 足 していない」 の4つ の回答選択肢か
ら回答 して もらった。 その 単純集計結 果は次 の通 りであ った。
「満足 している」〈満足〉!3%
「どちらか といえば満足 してい る」〈やや満足>51%
「あま り満足 していな い」 〈やや不満>30%
「満足 して いない」<不満>6%
この結果 で は満 足派 が64%,不 満派 が36%と い う分布 とな って お り,
NHK調 査 に比 べて不満 派の比率 が高 いが,「 どち らか といえ ば満 足 してい
る」が 半数を超えてい る点な ど共通 点 も認め られ る。
それでは個人の社会 的属性 と生 活満足度 との関係 はどの ようにな ってい る
のか。 ここでは社会的属性 と して性 ・年 齢 ・都 市規模 ・居住年 数,居 住地域
(北海道 ・東北,関 東,近 畿な どの地域 ブ ロック)・未既 婚 ・本 人年収(税 込
み)・世帯年収(税 込み),職業,住 居形態,家 族人数,自 家用 車の有無,を
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取 り上げ,そ れぞれ生活満足度 とクロス集計 を とって統計的 に意 味のあ る差
(有意差)が 存在す るのか否かを判定す るために統計 的検定(ピ 検定)を 行 っ
た。
ク ロス集計結果 の検 討
有意差 な し:性 別,都 市規模,居 住地域
有意差 あ り:年 齢,学 歴,職 業,居 住年数,住 居形態,未 既婚,家 族形
態,家 族 人数,本 人年収,世 帯年収,自 家用車 の有無
まず,本 人 の年収 を取 り上げ,検 討 したい。図2は 本人年収 と生活満足度
との関係 を示す。 これをみ ると,年 収800万円以Lの 層 で満足度 は上昇 して
いる ものの,そ れ以下 はほ とん ど変 わ らない ことがわか る。 つま り年収800
万円未満の層 に とって本人 の所得 の高低 は生活満足度 とほとん ど関係が認め
られ ないのであ る。 よ り細 か く検討 す ると,100万円未満および収入な しの
層の満足度 はその中で も比較 的高 い という結果がみ られた。細か く検 討す る
と,100万円未満 および収 入な しの層の満足度 は100万円か ら300万円の層




















万円以 上にな ると満足度 が上昇す る。
もっと も生活の 単位 は個人 よ りも世帯 にある。 例え ば学生や専業主婦 の場
合,自 分 の所 得は低 くて も世帯 の所得 が高 ければ高 い水準の生活 を送 るこ と
が可能 である。 そ こで次 に世帯年収 との関係 を検討す る。世帯年収 と満足度
との関係 を図3に 示す。 これをみる と,年 収 が高 くな るに したが って満足度
が高 くなる傾向 にあ る。 すなわち,生 活満足度 を規定 しているのは個人 の所
得 よ りも世帯所得 にあるといえよ う。
また,年 齢階層 別 に検討す ると,ゆ るやかで はあ るがV字 型 を示 してい
る(図4)。 そ して,30代が満足度 が最 も低 い年齢層 で ある。時 系列 データ
か らは,1970年代 のデータでは若年層 の生 活満足度 は相対 的に低 か ったが,
80年代 にな りそれが上昇 し,V字 型 にな ったという指摘 がある(NHK放 送
文化研究所2004:180)。そ して,若 年層 にお ける生活満足度 のE昇 が80年
代 にみ られ た 「若者 の保守化」 につなが った とい う指摘 もあ る(朝H新 聞世
論調査室1988:195)。




























































る とい う人 も多か った。その結 果,今 目では半分 の人 が大学 や短大 な どに進
学す るようになった。 政府 の賃金に関す る実態調査 の結果で も学歴間 の格差
が あることが明 らかにな っている。杏林調査を分析 して も,本 人年収800万
円以1-:の比率 は小 中卒で4%,高 卒で6%に 過 ぎないのが大 卒では21%存在
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して いた。 また,世 帯年収 について も学歴格 差が認 め られ,年 収1,000万円
以上 の世帯 が 占め る比率 は小 中卒 で9%,高 卒 で17%,短 大卒 で19%,そ
して大卒 では37%と な って いた。 この よ うな実 態 もあ って図5に 示 す よ う
に生 活満足度 は高学歴 にな るほど高 くな る傾 向があ る。
図6に は,生 活 背景 と生 活満足度 との関係 を示 す(生 活背景 のカテゴ リー
でサ ンプル数 が10以 ドーの もの は除 いて ある)。以下,各 項 日につ いて検討 し
てい く。
居住年数 に関 して は,3年 以ltの層が3年 末満 の層 よ りも若干 満足 度が 高
い傾 向が ある。
日本 の家 族 人数 に関 じて は減 少 傾 向 に あ り,単 身 世 帯 は増 えつつ あ る
(『平成18年版 厚生労働 白書』:373)。生活満足度 に関 して は,単 身 世帯 の
みが低 く,2人 以 上はほとん ど変 わ らないという分布 とな っている。 したが っ
て,今 後予想 され る単身世 帯比率の増大傾 向は,国 民全体の生活満足度分布
の構造 的な 「下 げ要因」 にな りうるといえよう。また,家 族形 態別にみると,
夫 婦 と親の世帯の満足度 が比較的 高い。
職業別 にみ る と,「満足 して い る」 と回答 した者が比較的 多いのが管理職
(30%),学生(29%),自由業(28%)で あ り,「満足 している」 に 「どち ら
か といえば満足 している」 を加 え ると管理職(75%),学生(74%),専業主
婦(74%)が 比 較 的 高 く,労 務 ・技 能 職(49%),パ ー ト ・ア ルバ イ ト
(52%)で比較 的低 い。
未既婚別 に検 討す ると,離 婚者 で満足度が低 い傾向が あるが,未 婚者 と既
婚者 との間は ほとん ど差が認 め られ ない。 世帯年収 との関係を検討 した とこ
ろ,年 収300万円未満の層 が 占め る割 合は既 婚者で は8%に す ぎないのが離
婚者で は36%にの ぼ ってお り,離 婚者 の生活苦 が この結 果に も表れて いる。
住居形態別'には,持 ち家や社宅 ・官舎住 まいの人で満足度 が比較 的高 く,
賃貸住宅 に住 んでい る人 では それが比較的低 い。
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したが って横 に合計 しても100に達 しない場合 もある。




自家用車 の有無 に関 しては所有者 のほ うが非所有者 よ りも満足度が高 い。
生 活満足者 の多 い属性:若 年 層,高 年層,高 学歴,高 収人(本人 ・世帯),
家族あ り,自動車 あ り,管理職,学 生,専 業 主婦,持 ち家,社 宅 ・官舎住 まい
生活不満者 の多 い属性:中 年 層,低 学 歴,低 年収(世 帯),離 婚,単 身 世
帯,労 務 ・技 能職 パー ト・アルバ イ ト,賃貸住 宅住 まい,自 動車 な し
1-3生活展望意識
今 まで,現 在 の暮 らしに対 す る満足度 につ いて検討 して きた。 しか し,今
後 の生活展望 に関す る意識 も重要であ る。 なぜ な ら人間 は先の ことを考え る
動物 であ り,仮 に現状 に満足 して いな くて も,先 行 きに希望 を もって いれ ば
救 われ るか らであ る。 近年の格差社会論 のなかで も,山 田昌弘 は 「希望格差
社会」 とい う言 葉を用 い,今 日の 日本社会 では心理 的に将 来 に希望 の持て る
人 と将 来に絶望 して いる人 との分裂 がみ られてい ることが問題 である と主 張
す る(山 田2004)。事実,内 閣府 の 「国民生活 世論調査」 によ ると,1990年
代後半に今後の生活が 「良 くな ってい く」 とす る楽観派が減少 し,「悪 くな っ
て い く」 とい う悲観派 が増 大 した。 つ ま り将来不 安が増大 して お り,「生活
満足度」が さほ ど低 下 していない に もかかわ らず,格 差社会 論 ブー ムにな っ
ている背景 には,将 来不安 の増 大 という心理が存在 してい る。
今 回,分 析 の対 象 とす る杏林調査で は,以 下 の ように今後 の暮 ら し向きに
ついて質問 してい る。
Q.「今後のおた くの暮 ら し向きは,
「良 くな ると思 う」 〈楽観〉
「どち らか といえば良 くな ると思 う」 〈やや楽観〉
「どち らか といえば悪 くな ると思 う」 〈やや悲観〉
「悪 くな ると思 う」〈悲観〉
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「どち らか といえば○Ojと いう選択肢 を選ん だ回答者が89%に 上り,前
述 の ように 「H本人 らしい 」回答分布 とな った。 これを楽 観派(「良 くな る
と思 う」 → 「どち らか といえば良 くなると思 う」)と悲観 派(「どち らか とい
えば悪 くな ると思 う」+「 悪 くなると思 う」)に分 けると楽観 派が56%存在
す るの に対 して悲観派 は44%とな る。 生活満足度 に比べ てポ ジテ ィブな見
方 をす る人の比率が低 くな るが,そ れで も過 半数 は楽観派であ る。
で は,生 活満足度 と生活展望意識にはどの程度,関 連性があるのだ ろうか。
そこで,こ れ ら2つ の質問 に対す るデー タの クロス集計を とった。 図7に 示
す ようにこれ ら2つ の項 目には強 い関連があ る。今 の生活 に 「満足 している」
と答え た人 の8割 が今後の生活 に関 して 「楽観派」であ るのに対 して,生 活
に 「不満」 と している層で は逆 に8割 近 くが 「悲観派」で ある。 つま り生 活
展望意識 は現 在の生活満足度 に強 く規定 されてい るといえ るのであ る。
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と社会的属性 との関係 に類似 している。楽観派の多い属性 と しては,高 収入,
未成年,離 婚 ・死別,家 族人数多,自 動 車保有,が あ り,悲 観派の多い属性
と して低学歴,低 所 得(tft帯),未婚 ・既婚,家 族 人数少,自 動車 な し,が
あ る。 けれ ども,属 性 との関係で生 活満足度 と生活展望意識 に比較的 目立 っ
た違 いが認 め られた もの もある。 それは年齢で ある。図8に 示す ように,年
齢 階層別の生活満足度分布 は30代を底 とす るゆるやかなV字 型のパ ター ン
を示すの に対 して,生 活 展望意識 に関 しては50代 で少 し上 昇 してい るもの
の,全 体 と して年齢階層 の 上昇に したが って楽観派が減少す る右肩 ドが りの
パ ター ンを表 してい る。 そ して,特 に60歳以1二の高齢層で満足派 と楽観派
の比率 に乖離が認め られ る。 高齢層 に関 しては定年後 などで収人が減 り,次
第 に生活水準が低下 してい くのではないか とい う不安感が このよ うな結 果を
生んだので あろ う。
今 まで,生 活満足度 と生活展 望意 識について,属 性 との クロス集計結 果か
ら各 々の特 徴を述 べて きた。 しか し,例 えば学歴 と年収 との間に関連性が あ















































































































































































規定 しているのかを検討 す るには多変 量解析 を用い る必 要があ る。 ここでは
ロジステ ィック回帰分析 とい う手法 を用 い,分 析 を こころみ る。従属変数 と
しては生活満足派(「満 足」 または 「どち らか といえ ば満足」 と回答 した人
をi,「あま り満足 して いない」 または 「満足 していない」 と回答 した人を0
とす る),と楽観派(「良 くなると思 う1ま たは 「どちらか といえば良 くな る
(7D・71
政経論叢 第76巻第1・2号
と思 う」 と回答 した人 を1「 どち らか といえば悪 くな る と思 う1「悪 くな る
と思 う」 と回答 した人 を0と す る)を 設定 して分析 を行 った。独 立変 数 と し
て は年 齢,世 帯 年収,学 歴,婚 姻,住 居 形態(持 ち家 か 否か),家 族 人 数
(単独世帯か複数のltt帯か),白家川車 の有無 を投入 した。
表1に 解析結 果を示す。生活満足 に関 して は,年 齢,世 帯 年収,学 歴,婚
姻,住 居形 態 に関わ る変数 が有意水準 をパ ス してい る。40歳代,中 か ら低
年収,高 卒以下 の学歴 はマイナスに規定 して いることか ら,こ れ らの属性 が
生活 満足度 を低下 させ る要因 とな っている。 それ に対 して,既 婚 や持 ち家 あ
りとい う要素 は生活満足度を高 める要因 とな って いる。
生活展望 に関 して は,年 齢,世 帯年収,白 家用車の有無 に関わ る変数 が有
意水 準 に達 して いる。 主 と して40歳 未満 の年齢層 や 自家用車 の保 有が楽観
意識 につ なが って いるの に対 して,比 較的低 い年収 は悲観意識 につなが る と
い う結果 となって いる。 なお,生 活満足度 の規定要 因 とされ た学歴,住 居形
態,婚 姻 に関す る変数 はいずれ も有意水準 に達 していな い。
2.ポジテ ィブ層 とネガテ ィブ層
2-14種 類 の 日本 人
今 まで,生 活満足度 と生 活展 望意識を個 々に検 討 して きた。 人聞 にとって
現状認識 と今後の展望 はともに重 要であ る。 そ こで次 に,今 まで検 討を加え
た生活満足度 と生活展望意 識を組 み合わせ て考 えてみたい。 まず,生 活満足
度 は満足 派 と不満派 に分 け,生 活展 望意識 を楽観派 と悲 観派 に分 け,そ れ ら
を組み合わせ ると1満 足一 楽観1層,1満 足一悲観 」層,1不 満 一楽観 」層,
「不 満…悲観」層 の4類 型がで き る。 本調査 の回答 者全体 の中での各集 団が







(なお,DK・NA層 「わか らない ・答 え ない」 が 存在す るため合 計値 は
100%に達 しない)
さて,現 状 に関す る意識 と展望 に関す る意識が一 致 してい る層,す なわち
「満足一楽観派」 と 「不満一悲観派」 は合わせて約7割 にな り,残 り2つ の
不一致の層 は合わせて3割 とい う割合 になる。
これ ら4つ のカテ ゴ リーを別 の ことばで よんで みたい。 「満足 一楽観層」
は,現 状に も先行 きに もポ ジテ ィブな見方 なので 「ポ ジテ ィブ層」 とよぶ。
反対 に 「不満 一悲観層」 は現状 に も今後 に もネガテ ィブな見方 を持 っている
ので 「ネガテ ィブ層jと よぷ。 「満足一悲観層 」 は現状 にはポ ジテ ィブだが
今 後に はネガテ ィブな見方なので 「ポ ジ ・ネガ層」,「不満一楽観層」 は現在
の生 活に対 してはネガテ ィブだが,今 後 に関 してはポ ジテ ィブな見方 を とっ
てい るので 「ネガ ・ポ ジ層」 とよぶ ことに したい。 これを図 に示す と図9の
よ うなマ トリックスになる。先 ほどのパーセ ンテー ジを当てはめる と,ポ ジ
テ ィブ層が44%,ポ ジ ・ネガ層19%,ネ ガ ・ポジ層11%,そ して ネガテ ィ
ブ層が25%と い う分 布 とな る。 この うちポ ジテ ィブ層 とネガ テ ィブ層 との














































図10に は年齢 階層 別 の4つ の心理 的集 団 の分 布を示す。 ポ ジテ ィブ層 は
20歳未満で非 常 に多 く,20歳代 か ら30歳代 にかけて減少 す る。 しか しその
後40歳代 ・50歳代 と ヒ昇 し,60歳代以上 にな ると再 び減少す る。 それ に対
して ネガテ ィブ層は20歳未満で少 な く,そ の後40歳 代 まで緩やか に増加 し,
50代で少 な くなるが60以hで 再び増 加す る。現状 には満足 してい るが今後
には悲観 的な ポ ジ ・ネガ層 は年 齢 のL昇 とと もに増 加 す る。 特 に多 いのは
60歳以上 で,約3割 が ポ ジ ・ネガ層 で ある。 日本 で は高齢化 が今後 も進行
す るため,ポ ジ ・ネガ層 が増大す ることが予想 され る。今 後,他 方,現 状 に
は不満 だが今後 には楽観 的な ネガ ・ポ ジ層 は,30代 に最 も多 く,未 成年 と
高齢層で は少な い。
図llに は世帯年収 別の分布 を示 す。 世帯 年収 と4類 型 の分 布 との間 には
強い関係 があ る。 世帯年収が上 が るにつれて ポ ジテ ィブ層比率 が増大 し,年
収 が ドが るにつれてネ ガティブ層比率 が減少す る。年収200万円未 満の層 で



























































して,世 帯年収 が1,000万円を超 え る層 で はポ ジテ ィブ層が6割 を超 えてい
るのに対 してネガテ ィブ層 は1割 にす ぎない。
図12に は学歴 別の分布 を示す。生活 満足度 と同様 にやは り学歴 が高 くな
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るにつれてポ ジテ ィブ層が増え,ネ ガテ ィブ層 が減 る傾 向にあ る。 しか し,
その傾 向は比較 的緩 やかで ある。
次 に,ポ ジテ ィブ層 とネガテ ィブ層 の規定要 因を探 るべ く,ロ ジステ ィッ
ク回帰分析 を行 った。解析結果を表2に 示す。 ポジテ ィブ層 に関す る分 析は,









































































































































































































































































テ ィブ層 を1,そ の他 を0と して投人 した。
ポ ジテ ィブ層 の規定要因 と して は,世 帯年収,未 既婚,住 居形態,自 家用
車の有無 に関す る項 目が有意水準 に達 してい る。既婚,持 ち家,自 家用車所
有 はポ ジテ ィブ層 にな りやすい要因であ り,比 較的低 い所得 はポジテ ィブ層
にな りに くい要因で あることを示 す。
ネガテ ィブ層 に関 して は,世 帯年収,学 歴,未 既婚,住 居形態 に関す る項
口が有意水準 に達 して いる。比較的低 い所 得 と比較的低 い学歴 はネガテ ィブ
層 にな りやす い要因で あ り,持 ち家,既 婚はネガテ ィブ層 にな りに くい要因
で ある。
最後 に,生 活満足度 と生活展 望を組み合 わせた4つ の型別に政治意識 と投
票行動 につ いて検討す る。政治意識 と投票行動に関 しては表3に 示す。 まず,
96年総選挙 での棄権 率 に関 して はネガ ・ポジ層で高 くな ってい る。 これ は
表3に 示すよ うにネガ ・ポジ層のなかに投 票率の高い高齢者層の比率が低い
































































これは4つ の型のなかで 高齢者比率 が最 も高い(34%)こ とと関係 してい る。
しか し,ポ ジテ ィブ層 とネガテ ィブ層 とで ほとん ど差 がみ られず,両 階層 と
もほぼ均等 に投票 という政 治参加 を してい る。
しか し,政 治意識 に関 して はポ ジテ ィブ層 とネガテ ィブ層 とで明確な違 い
が存在す る場合が多 い。政 治 に対 して不満感を抱 いてい る者はポ ジテ ィブ層
において も84%存在す るが,ネ ガテ ィブ層で はほぼ全 員に近 い96%にのぼ
る。 今後 の政 治が悪 くな る と考 え る者 の比率 において もポ ジテ ィブ層 が55
%で あるの に対 して ネガテ ィブ層で は8割 を超 え る。 また,生 活 と政 治 との
関 わ りに関 して はネガテ ィブ層の ほ うがかかわ りを強 く感 じる傾 向にあ る。
イデオ ロギー に関 して はポジテ ィブ層 はよ り保 守的であ り,ネ ガテ ィブ層は
よ り革新的で ある。政党支持 に関 して はポジテ ィブ層 の ほうが 自民党支持 率
が 高 く,生 活の現状 に不満を もって いるネ ガ ・ポ ジ層 とネガテ ィブ層では無
党派層が多 い。橋本 首相 に対す る支持率 はポジテ ィブ層で高 くネガテ ィブ層
で低 い。 また,ポ ジテ ィブ層で は貧困を本人の問題 と して 自己責 任の考えを
もつ者が比較的 多いの に対 して,ネ ガティブ層 では社 会が悪い と考えてい る
者 が多 い。 この よ うにポ ジテ ィブ層 はネガ テ ィブ層 よ り政治 の現状 に対 して
もポ ジテ ィブな評価 を下す傾向が ある。
お わ り に
ここでは,日 本人 の生活満足度 と生活展望意識を取 り 上げ,分 析を こころ
みた。最後 に個 々の分析で見 られ た分析結果を整理 して お く。
(1)生活満足度 が高い社会的属性 として は,若 年層,高 年層,高 学歴,高
収入(本 人 ・世帯),家族 あ り,自 動 車あ り,管 理職,学 生,専 業主婦,
持 ち家 ・社宅 ・官舎住 まい,が あ り,満 足度 の低 い属性 と して は中年層,
低学歴,低 年収(世 帯)・離婚 ・単身世帯 ・労務 ・技能職,パ ー ト・ア
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ルバイ ト,賃貸住宅住 まい,自 動車な し,が ある。 ロジステ ィック回帰
分 析結果 に よれ ば,生 活満足 に関 して は,40歳代,中 か ら低 年収,高
卒以下 の学歴 はマイナスに規定 してお り,こ れ らの属性が生活満足度を
低 ドさせ る要 因 とな っている。 それ に対 して,既 婚や持 ち家 あ りという
要素 は生活満足度 を高める要因 となって いる。
{2)生活展望意識 と社会的属性 との関係 も生活満足度 と社会的属性 との関
係 に類似 してい る。楽観派 の多い属性 としては,高 収入,未 成年,離 婚 ・
死別,家 族人数 多,自 動車 保有,が あ り,悲 観派 の多い属性:低 学歴,
低 所得(世 帯),未 婚 ・既婚,家 族人数少,自 動車 な し,が ある。 ロジ
ステ ィック回帰分析結果 によれ ば,生 活展望 に関 しては,年 齢,世 帯年
収,自 家 用 車の有無 に関 わ る変数 が有 意水準 に達 して い る。 主と して
30歳代以 ドの年 齢層や 自家用車 の保 有 が楽観 意識 につなが ってい るの
に対 して,比 較的低 い年収 は悲観意識 につなが るとい う結果 とな ってい
る。
(3)生活満足 度 と生 活展望意 識 とを組 み 合 わせて,「満 足一一楽観 派」 を
「ポ ジテ ィブ層 」,「不満一悲観派」 を 「ネガテ ィブ層」,「満足 一悲観派」
を 「ポ ジ ・ネガ層1,「不満一 楽観派」 を 「ネガ ・ポ ジ層」 とよん だ。分
布 は,ポ ジテ ィブ層が44%,ポ ジ ・ネガ層19%,ネ ガ ・ポ ジ層11%,
そ してネガテ ィブ層が25%であ った。
(4)ポジテ ィブ層の規定 要因 と しては,世 帯年収,未 既婚,住 居形態,自
家用車の有無 に関す る項IIがあ る。既婚,持 ち家,自 家川 車所有 はポ ジ
テ ィブ層 にな りやすい要因であ り,比 較 的低 い所得 はポ ジテ ィブ層 にな
りに くい要因で あることを示す。比較 的低 い所得 と比較 的低 い学歴 はネ
ガテ ィブ層 にな りやす い要 閃であ り,持 ち家,既 婚 はネガテ ィブ層 にな
りに くい要因であ る。
(5)投票参加 に関 してはポジテ ィブ層 とネガテ ィブ層 とで差 はみ られな い。
(79)79
政経 論叢 第76巻第1・2号
しか しポ ジティブ層 は政治 の現 状 に対 してよ りポジテ ィブな態 度を抱 いて
おり,保 守 的な傾向がある。 それ に対 してネガテ ィブ層は政治 の現状 に対
してよりネガティブであ り,イ デオ ロギーはよ り革新 的である。
最後 に,格 差社会 を論 じる際 の国民意識面 での指標 のひとつ に,生 活満足
度 と生活展望意識 の組 み合 わせ を取 り ヒげるべ きであることを提 言 した い。
《注》
(1)例 えば,首 都圏有権者を対象 とす るフジテ レビ1報 道200i」世論調査 によ
ると,現 在格差 が拡 大 しつ つあるとす る者が76%に達 してお り(2007年1月
調査),ま た安倍政権下で所得格差が拡 大するとみな してい る者が6割 に達 し
ている(06年10月調査)(フ ジテ レビHPよ り)。
(2)杏 林大学世論調査の概 要は以下の通 り。 なお,同 調 査は平成8年 度杏林大学
プロジェク ト研究費の助成 を受 けた(研 究代表:河 野武 司 現慶慮義塾大学教
授)。記 して感謝の意 を表 したい。
対 象 地 域:全 国
対 象:18歳以上の男女個人2,000人
調 査 時 期:1996年11月28日～12月4日
回 収 率:6L1%(1,222人)
標本抽出方法:層 化多段無作為抽出
調 査 方 法:個 人面接法
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